
山形県プロフェッショナル人材戦略拠点事業

対象となる方
成長戦略を掲げ、その実現を目指す県内の中堅・中小企業の経営者等

支援内容
・企業訪問等によるニーズの掘り起こしや民間人材ビジネス事業者との連携によるマッチング、プロ人材採用
　企業へのフォローアップ、副業・兼業プロ人材のマッチング支援をとおし、対象企業の成長戦略の支援とプ
　ロフェッショナル人材の地域地方への還流の促進を図ります。 
・プロフェッショナル人材の受入れに要した経費に対し、一定条件のもと県の助成措置があります。
　（問合先：山形県産業労働部商業振興・経営支援課　TEL：023-630-2354）

お問い合わせ先
山形県プロフェッショナル人材戦略拠点（公益財団法人山形県企業振興公社内）

■

■

プロフェッショナル人材の活用で成長戦略を実現したい

ものづくり・商業・サービス補助金

対象となる方
以下の要件を満たす事業計画（3～5 年）を策定し実施する中小企業・小規模事業者等。
①付加価値額の年率 3％以上向上、②給与支給総額の年率 1.5％以上向上、 ③事業場内最低賃金を地域別最低賃
金  +30 円以上向上

支援内容
新型コロナや物価高、インボイス制度等の事業環境変化への対応に加え、GX・DX などへの前向き投資や賃上
げ、海外展開を促すため、中小企業・小規模事業者等が取り組む革新的製品・サービスの開発又は生産プロセス
等の改善に必要な設備投資等を支援します。 また、特に、大幅な賃上げに取り組む事業者へのインセンティブ
を強化するとともに、海外でのブランド確立などの取組への支援を強化します。 
【例】通常枠：補助上限は従業員規模により750万円～1,250万円。補助率は中小企業：1/2、小規模・再生事
　　　　　　　業者：2/3。
（15次締切公募期間：2023年4月19日（水）17時～2023年7月28日（金）17時）

お問い合わせ先
ものづくり補助金事務局サポートセンター

■

■

経営革新に投資するチャンス！
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ものづくり・商業・サービス補助金

対象となる方
以下の要件を満たす事業計画（3～5 年）を策定し実施する中小企業・小規模事業者等。
①付加価値額の年率 3％以上向上、②給与支給総額の年率 1.5％以上向上、 ③事業場内最低賃金を地域別最低賃
金  +30 円以上向上

支援内容
新型コロナや物価高、インボイス制度等の事業環境変化への対応に加え、GX・DX などへの前向き投資や賃上
げ、海外展開を促すため、中小企業・小規模事業者等が取り組む革新的製品・サービスの開発又は生産プロセ
ス等の改善に必要な設備投資等を支援します。 また、特に、大幅な賃上げに取り組む事業者へのインセンティブ
を強化するとともに、海外でのブランド確立などの取組への支援を強化します。 
【例】通常枠：補助上限は従業員規模により750万円～1,250万円。
　　　　　　　補助率は中小企業：1/2、小規模・再生事業者：2/3。
（15次締切公募期間：2023年4月19日（水）17時～2023年7月28日（金）17時）

お問い合わせ先
ものづくり補助金事務局サポートセンター

■

■

経営革新に投資するチャンス！

33

10 11



山形県酒田港コンテナ貨物利用促進助成

対象となる方
コンテナ貨物の取引に酒田港を利用する荷主（事業者）（令和５年４月～令和６年３月の利用）

支援内容
山形県唯一の重要港湾である「酒田港」では、中国・韓国への国際定期コンテナ航路が運航されています。この
航路を経由して、世界各地との貿易が可能です。酒田港の利用拡大を促進するため、酒田港を利用したコンテナ
貨物の輸出入を行う荷主（事業者）に対し、その実績に応じて経費の一部を助成します。

お問い合わせ先
“プロスパーポートさかた”ポートセールス協議会事務局(山形県産業労働部県産品流通戦略課内）

■

■

コンテナ貨物の取引に対する支援を受けたい

3344

山形県酒田港コンテナ貨物利用促進助成

対象となる方
コンテナ貨物の取引に酒田港を利用する荷主（事業者）（令和５年４月～令和６年３月の利用）

支援内容
山形県唯一の重要港湾である「酒田港」では、中国・韓国への国際定期コンテナ航路が運航されています。この
航路を経由して、世界各地との貿易が可能です。酒田港の利用拡大を促進するため、酒田港を利用したコンテナ
貨物の輸出入を行う荷主（事業者）に対し、その実績に応じて経費の一部を助成します。

お問い合わせ先
“プロスパーポートさかた”ポートセールス協議会事務局(山形県産業労働部県産品流通戦略課内）

■

■

コンテナ貨物の取引に対する支援を受けたい

知的財産に関する総合的支援（山形県知的所有権センター）

対象となる方
どのような業種でも、企業活動の中で、独自の技術、ノウハウ、コンテンツ、ブランド、ロゴ・商品名、デザイ
ンなどの知的財産（自社の強み）が必ずあり、その活用を考えたい方は気軽にご相談ください。

支援内容
・事業を行う上で抱える知的財産に関する様々な相談（ネーミングや技術の権利化、ノウハウの管理方法など）
　を受け付ける「知財総合支援窓口」を設置し、５名の知財支援アドバイザーが多様な専門家や中小企業支援機
　関と連携して相談対応、支援いたします。（秘密厳守・相談無料、訪問支援可、専門家派遣無料）

お問い合わせ先
山形県知財総合支援窓口（山形県発明協会内）

■

■

自社の強み（知的財産）を見える化し、経営戦略を見直したい、ブランド化したい、新しい商品・サービ
スをつくりたい、創業したいなど

3344
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労使間の紛争解決

対象となる方
・県内に所在する事業所に勤務している労働者（過去に勤務していた方も含む）　
・県内に所在する労働組合など労働者団体　・県内に所在する事業所の事業主

支援内容
・労働組合と使用者の間で、労働問題（賃金、退職、解雇、パワハラ等）に関する主張が一致せず、自主的な解
　決が望めない場合に、労働委員会委員が紛争解決のお手伝いをします。 
・具体的には、あっせん申請を受け、労働委員会委員が当事者双方から丁寧にお話しをお聞きし、公正・中立な
　立場で問題点を整理し、双方が歩み寄れる合意点を探し、解決を促す「あっせん」を開催します。 
・あっせんに当たっては、労働委員会委員の公益委員・労働者委員・使用者委員が１名ずつあっせん員となり、
　解決に向けて、懇切丁寧にサポ

お問い合わせ先
山形県労働委員会

■

■

合意に至らない労使紛争を解決したい

新規輸出１万者支援プログラム

対象となる方
これから輸出を考え始める方から、すでに輸出をされている方まで

支援内容
これから輸出を考え始める方から、すでに輸出をされている方まで幅広いご相談を対象とし、段階に応じた最適
な支援策の提案を通して事業者の皆様の取組を一気通貫で支援するプログラムです。
登録後、ジェトロの専門家が個別にカウンセリングして支援策を提案いたします。

お問い合わせ先
日本貿易振興機構山形貿易情報センター

■

■

輸出を始めたい方、新しい販路を開拓したい方、お気軽にご相談ください

4422

労使間の紛争解決

対象となる方
・県内に所在する事業所に勤務している労働者（過去に勤務していた方も含む）　
・県内に所在する労働組合など労働者団体　・県内に所在する事業所の事業主

支援内容
・労働組合と使用者の間で、労働問題（賃金、退職、解雇、パワハラ等）に関する主張が一致せず、自主的な解
　決が望めない場合に、労働委員会委員が紛争解決のお手伝いをします。 
・具体的には、あっせん申請を受け、労働委員会委員が当事者双方から丁寧にお話しをお聞きし、公正・中立な
　立場で問題点を整理し、双方が歩み寄れる合意点を探し、解決を促す「あっせん」を開催します。 
・あっせんに当たっては、労働委員会委員の公益委員・労働者委員・使用者委員が１名ずつあっせん員となり、
　解決に向けて、懇切丁寧にサポートします。
・費用は無料。プライバシーは保護されます。

お問い合わせ先
山形県労働委員会

■

■

合意に至らない労使紛争を解決したい

4422
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中⼩企業海外ビジネス⼈材育成塾

対象となる方
自社事業の海外展開（輸出、海外進出等）を担う人材を育成したい中小企業の方

支援内容
ビジネス戦略の立て方や自社の商品・ビジネスに関する分析、商談スキルの習得、プレゼン資料の作成など、自
社事業の海外展開を担うために必要な能力を高める研修を実施します。

お問い合わせ先
日本貿易振興機構山形貿易情報センター

■

■

約3か月の研修を通じて、情報収集や戦略策定、商談などの海外ビジネスの基礎力を鍛えます。

4433

貿易実務オンライン講座

対象となる方
貿易実務に関心をお持ちの方

支援内容
貿易実務について、オンラインで実践的、体系的に学べる講座です。受講期間中であれば何度でも受講でき、
ジェトロの貿易実務専門のアドバイザーに質問することもできます。

お問い合わせ先
日本貿易振興機構山形貿易情報センター

■

■

輸出入取引に必要な知識を学ぶeラーニング

中⼩企業海外ビジネス⼈材育成塾

対象となる方
自社事業の海外展開（輸出、海外進出等）を担う人材を育成したい中小企業の方

支援内容
ビジネス戦略の立て方や自社の商品・ビジネスに関する分析、商談スキルの習得、プレゼン資料の作成など、自
社事業の海外展開を担うために必要な能力を高める研修を実施します

お問い合わせ先
日本貿易振興機構山形貿易情報センター

■

■

約3か月の研修を通じて、情報収集や戦略策定、商談などの海外ビジネスの基礎力を鍛えます。

4433
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海外展開における高度外国人材の活躍支援

対象となる方
高度外国人材の採用をお考えの企業

支援内容
高度外国人材の活用（準備、採用、受入、定着）を、3つのプログラムからなるパッケージで支援します。
同時に、ジェトロの専門相談員が寄り添いながら、各社の現状、課題、目標を把握し、高度外国人材活用で結果
を出すお手伝いをします。

お問い合わせ先
日本貿易振興機構山形貿易情報センター

■

■

高度外国人材に関連したワンストップサービスを提供します。

山形県国際経済振興機構（国際機構）による支援

対象となる方
海外ビジネスに取り組もうとする県内事業者又は海外販路開拓に取り組む県内事業者

支援内容
山形県内事業者の県産品輸出や海外でのビジネス展開を支援しており、海外ビジネスに役立つ各種サービスを用
意しております。
◆支援内容
１．海外販路開拓助成事業（一般会員限定）
　（１）海外渡航費助成　（２）商談会・見本市等出展費助成　（３）越境ＥＣモール出店費助成　　
　（４）販売促進ツール開発費助成　（５）海外市場調査費等助成　（６）輸出仕向国の法規制対応費用助成
　（７）外国出願費用助成
２．相談受付サービス　　３．情報提供サービス（会員限定）　　４．取引支援　　５．販路開拓サポート　　
※

お問い合わせ先
一般社団法人　山形県国際経済振興機構（国際機構）

■

■

海外展開のための支援を受けたい

4444
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山形県国際経済振興機構（国際機構）による支援

対象となる方
海外ビジネスに取り組もうとする県内事業者又は海外販路開拓に取り組む県内事業者

支援内容
山形県内事業者の県産品輸出や海外でのビジネス展開を支援しており、海外ビジネスに役立つ各種サービスを用
意しております。
◆支援内容
１．海外販路開拓助成事業（一般会員限定）
　（１）海外渡航費助成　（２）商談会・見本市等出展費助成　（３）越境ＥＣモール出店費助成　　
　（４）販売促進ツール開発費助成　（５）海外市場調査費等助成　（６）輸出仕向国の法規制対応費用助成
　（７）外国出願費用助成
２．相談受付サービス　　３．情報提供サービス（会員限定）　　４．取引支援　　５．販路開拓サポート　　
※詳細はホームページをご覧ください（URL：https://www.yamagata-export.jp/support/index.html）

お問い合わせ先
一般社団法人　山形県国際経済振興機構（国際機構）

■

■

海外展開のための支援を受けたい

4444
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